
別紙4

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

Ⅰ 資産の部

　１ 流動資産

　　現金預金

　　　現    金 ― ― ― 232,879

　　　預    金 ― ― ― 292,013,647

　　　　普通預金愛媛銀行古川支店0084714 ― ― ― 12,578,824

　　　　普通預金愛媛銀行古川支店1363001 ― ― ― 87,092,236

　　　　普通預金愛媛銀行余戸支店2298237 ― ― ― 56,275,088

　　　　普通預金愛媛銀行余戸支店2287536 ― ― ― 3,219,415

　　　　普通預金愛媛銀行余戸支店2458738 ― ― ― 149,660

　　　　普通預金愛媛銀行余戸支店2528631 ― ― ― 15,247,791

　　　　普通預金愛媛銀行余戸支店2631930 ― ― ― 14

　　　　普通預金伊予銀行余戸支店1642366 ― ― ― 119,071

　　　　普通預金愛媛信用金庫余戸支店0177525 ― ― ― 114,044

　　　　普通預金愛媛銀行余戸支店2770734 ― ― ― 96,358,827

　　　　授産普通預金愛媛余戸支店2785234 ― ― ― 402,226

　　　　普通貯金農業協同余土支店0002053 ― ― ―

　　　　普通預金愛媛信用金庫溝辺支店0072410 ― ― ― 4,080

　　　　定期預金愛媛信用金庫溝辺支店0137650 ― ― ― 20,401,176

　　　　郵便振替口座01630-9-5832 ― ― ― 43,444

　　　　通常貯金 ― ― ― 4,601

　　　　定期預金 ― ― ― 3,150

小計 292,246,526

　　事業未収金 ― ― ― 49,259,757

　　立 替 金 ― ― ―

　　短期貸付金 ― ― ―

流動資産合計 341,506,283

　２ 固定資産

　　(１) 基本財産

　　　土    地 (通園事業拠点区分)松山市余戸南６丁目６番９号 ― 第２種社会福祉事業である、児童発達支援センター等に使用している ― ― 293,993,200

(多機能型事業所拠点区分)松山市余戸南６丁目３番２６号 第２種社会福祉事業である、就労継続支援Ｂ型事業等に使用している 31,418,617

小計 325,411,817

　　　建    物 (通園事業拠点区分)松山市余戸南６丁目６番９号 1996年度 第２種社会福祉事業である、児童発達支援センター等に使用している 258,143,448 121,991,260 136,152,188

(多機能型事業所拠点区分)松山市余戸南６丁目３番２６号 2006年度 第２種社会福祉事業である、就労継続支援Ｂ型事業等に使用している 84,352,180 25,945,912 58,406,268

(多機能型事業所拠点区分)松山市余戸南６丁目３番２６号 2012年度 第２種社会福祉事業である、生活介護事業に使用している 26,237,900 2,934,267 23,303,633

小計 217,862,089

基本財産合計 543,273,906

　　(２) その他の固定資産

　　　建    物 (通園事業拠点区分)松山市余戸南６丁目６番９号 1996年度 第２種社会福祉事業である、児童発達支援センター等に使用している 340,981 340,980 1

(通園事業拠点区分)松山市余戸南６丁目６番９号 1996年度 第２種社会福祉事業である、児童発達支援センター等に使用している 105,575 105,574 1

(通園事業拠点区分)松山市余戸南６丁目６番９号 2001年度 第２種社会福祉事業である、児童発達支援センター等に使用している 469,875 469,874 1

(通園事業拠点区分)松山市余戸南６丁目６番９号 2004年度 第２種社会福祉事業である、児童発達支援センター等に使用している 147,000 146,999 1

(多機能型事業所拠点区分)松山市余戸南６丁目３番２６号 2006年度 第２種社会福祉事業である、就労継続支援Ｂ型事業等に使用している 184,800 184,799 1

(多機能型事業所拠点区分)松山市余戸南６丁目３番２６号 2015年度 第２種社会福祉事業である、就労継続支援Ｂ型事業等に使用している 395,000 75,708 319,292

小計 319,297

　　　構 築 物 ― 22,096,901 17,801,550 4,295,351

　　　車輌運搬具 マイクロバス他１０台 ― 利用者送迎用、作業用、相談支援事業用 33,759,922 24,775,834 8,984,088

　　　器具及び備品 ― 13,584,764 10,222,026 3,362,738

　　　建設仮勘定 ― ― ― 26,670,000

　　　権    利 ― ― ― 74,984

　　　退職給付引当資産 ― ― ― 5,008,099

　　　人件費積立資産 ― ― ― 32,600,000

　　　施設整備等積立資産 ― ― ― 87,200,000

　　　工賃変動積立資産 ― ― ― 560,015

　　　設備等整備積立資産 ― ― ― 850,738

　　　長期前払費用 ― ― ― 511,840

その他の固定資産合計 170,437,150

財産目録
平成29年3月31日 現在

(法人名)社会福祉法人　あゆみ学園



別紙4

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

固定資産合計 713,711,056

資産の部合計 1,055,217,339

Ⅱ 負債の部

　１ 流動負債

　　短期運営資金借入金 ― ― ―

　　事業未払金 ― ― ― 23,514,460

　　その他の未払金 24,270,000

　　1年以内返済予定設備資金借入金 ― ― ―

　　職員預り金 ― ― ―

　　仮 受 金 ― ― ― 25,000

　　賞与引当金 ― ― ― 5,863,000

流動負債合計 53,672,460

　２ 固定負債

　　設備資金借入金 ― ― ―

　　退職給付引当金 ― ― ― 5,008,099

固定負債合計 5,008,099

負債の部合計 58,680,559

差引純資産 996,536,780

（記載上の留意事項）

・土地、建物が複数ある場合には、科目を拠点区分毎に分けて記載するものとする。

・同一の科目について控除対象財産に該当し得るものと、該当し得ないものが含まれる場合には、分けて記載するものとする。

・科目を分けて記載した場合は、小計欄を設けて、「貸借対照表価額」欄と一致させる。

・「使用目的等」欄には、社会福祉法第55条の2の規定に基づく社会福祉充実残額の算定に必要な控除対象財産の判定を行うため、各資産の使用目的を簡潔に記載する。

　なお、負債については、「使用目的等」欄の記載を要しない。

・｢貸借対照表価額｣欄は、｢取得価額｣欄と｢減価償却累計額｣欄の差額と同額になることに留意する。

・建物についてのみ｢取得年度｣欄を記載する。

・減価償却資産（有形固定資産に限る）については、｢減価償却累計額｣欄を記載する。なお、減価償却累計額には、減損損失累計額を含むものとする。

　また、ソフトウェアについては、取得価額から貸借対照表価額を控除して得た額を「減価償却累計額」欄に記載する。

・車輌運搬具の○○には会社名と車種を記載すること。車輌番号は任意記載とする。

・預金に関する口座番号は任意記載とする。

財産目録
平成29年3月31日 現在

(法人名)社会福祉法人　あゆみ学園


